
第
五
号
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

第
六
号
様
式
（
第
十
条
の
二
第
一
項
関
係
）

滞
在

者
名

簿

滞
在
期
間

年
月

日
～

年
月

日
日
間

氏
名

住
所

職
業

国
籍

旅
券
番
号

備
考
国
籍
及
び
旅
券
番
号
に
つ
い
て
は
、
日
本
国
内
に
住
所
を
有
し
な
い
外
国
人
で
あ
る
場
合
に
限
る
。

平成年月日 月曜日 第号官 報

附
則
第
三
条
を
附
則
第
二
条
の
七
と
し
、
附
則
第
三

条
の
二
か
ら
附
則
第
三
条
の
二
の
四
ま
で
を
一
条
ず
つ

繰
り
上
げ
、
附
則
第
三
条
の
二
の
三
の
次
に
次
の
一
条

を
加
え
る
。

（
福
島
県
南
相
馬
市
等
に
係
る
人
口
の
定
義
の
特

例
）

第
三
条
の
二
の
四

福
島
県
南
相
馬
市
、
双
葉
郡
楢
葉

町
、
富
岡
町
、
川
内
村
、
大
熊
町
、
双
葉
町
、
浪
江

町
及
び
葛
尾
村
並
び
に
相
馬
郡
飯
舘
村
に
対
す
る
法

第
七
十
二
条
の
百
十
五
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
最
近
の
国
勢
調

査
の
結
果
に
よ
る
当
該
市
町
村
の
人
口
は
、
第
七
条

の
二
の
十
四
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
平
成
二
十
二

年
の
国
勢
調
査
の
結
果
に
よ
る
当
該
市
町
村
の
人
口

に
、
平
成
二
十
七
年
九
月
三
十
日
に
お
い
て
住
民
基

本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一
号
）
に

基
づ
き
住
民
基
本
台
帳
に
記
載
さ
れ
て
い
る
者
の
数

を
平
成
二
十
二
年
九
月
三
十
日
に
お
い
て
同
法
に
基

づ
き
住
民
基
本
台
帳
に
記
載
さ
れ
て
い
る
者
の
数
で

除
し
て
得
た
率
を
乗
じ
て
得
た
人
口
と
す
る
。

附
則
第
三
条
の
二
の
五
中「（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第

八
十
一
号
）」を
削
る
。

（
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
施
行
規

則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
施

行
規
則
（
平
成
二
十
年
総
務
省
令
第
八
十
六
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
平
成
二
十
二
年
十
月
一
日
」
を
「
平
成

二
十
七
年
十
月
一
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
六
十
三
号

労
働
保
険
事
務
組
合
に
対
す
る
報
奨
金
に
関
す
る
政
令

（
昭
和
四
十
八
年
政
令
第
百
九
十
五
号
）
第
三
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
労
働
保
険
事
務
組
合
に
対
す
る
報
奨
金
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。平

成
二
十
八
年
十
月
三
十
一
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

労
働
保
険
事
務
組
合
に
対
す
る
報
奨
金
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

労
働
保
険
事
務
組
合
に
対
す
る
報
奨
金
に
関
す
る
省
令

（
昭
和
四
十
八
年
労
働
省
令
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

２

平
成
二
十
八
年
四
月
十
四
日
に
お
い
て
熊
本
県
の
区

域
内
に
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
有
す
る
労
働

保
険
事
務
組
合
又
は
同
日
に
お
い
て
熊
本
県
の
区
域
内

に
所
在
地
を
有
す
る
事
業
場
の
事
業
主
か
ら
労
働
保
険

事
務
若
し
く
は
一
般
拠
出
金
事
務
の
委
託
を
受
け
て
い

る
労
働
保
険
事
務
組
合
に
対
し
て
平
成
二
十
八
年
度
に

交
付
す
る
整
備
法
第
二
十
三
条
（
石
綿
健
康
被
害
救
済

法
第
三
十
八
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。）の
規
定
に
よ
る
報
奨
金
に
係
る
第
二
条
第
一
項
及

び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規

定
中
「
十
月
十
五
日
」
と
あ
る
の
は
、「
平
成
二
十
九
年

一
月
三
十
一
日
」
と
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
厚
生
労
働
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の

技
術
の
利
用
に
関
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

厚
生
労
働
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通

信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
四
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
六
十
四
号

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
八
年
政
令
第
三
百
三
十
八
号
）
の
施
行
に
伴

い
、
関
係
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
労
働
省
関
係
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
規
則
及
び
厚
生
労
働
省
の
所
管
す

る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
八
年
十
月
三
十
一
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

厚
生
労
働
省
関
係
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
規
則
及
び
厚
生
労
働
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民

間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

（
厚
生
労
働
省
関
係
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

厚
生
労
働
省
関
係
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
六
年
厚
生
労
働
省
令
第
三
十
三
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
令
第
十
二
条
第
六
号
の
滞
在
者
名
簿
）

第
十
条
の
二

令
第
十
二
条
第
六
号
の
滞
在
者
名
簿
は
、
第
六
号
様
式
に
よ
る
も
の
と
し
、
そ
の
作
成
の
日
か
ら
三

年
間
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

２

令
第
十
二
条
第
六
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
所
は
、
次
に
掲
げ
る
場
所
と
す
る
。

一

施
設

二

国
家
戦
略
特
別
区
域
外
国
人
滞
在
施
設
経
営
事
業
を
行
お
う
と
す
る
者
（
次
号
に
お
い
て
「
事
業
者
」
と
い

う
。）の
事
務
所

三

事
業
者
か
ら
滞
在
者
名
簿
の
備
付
け
に
係
る
事
務
を
受
託
し
た
者
の
事
務
所

３

令
第
十
二
条
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
滞
在
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
職
業
の
ほ
か
、
滞
在
者
が
日

本
国
内
に
住
所
を
有
し
な
い
外
国
人
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
国
籍
及
び
旅
券
番
号
と
す
る
。

（
令
第
十
二
条
第
七
号
の
周
辺
地
域
の
住
民
）

第
十
条
の
三

令
第
十
二
条
第
七
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

一

施
設
を
構
成
す
る
建
築
物
に
居
住
す
る
者

二

施
設
を
構
成
す
る
建
築
物
の
敷
地
に
隣
接
す
る
土
地
に
存
す
る
建
築
物
（
外
壁
間
の
水
平
距
離
が
二
十
メ
ー

ト
ル
を
超
え
る
も
の
を
除
く
。）に
居
住
す
る
者

三

施
設
を
構
成
す
る
建
築
物
の
敷
地
が
道
路
、
公
園
そ
の
他
の
空
地
（
以
下
「
道
路
等
」
と
い
う
。）に
接
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
敷
地
と
道
路
等
の
境
界
線
か
ら
の
水
平
距
離
が
十
メ
ー
ト
ル
の
範
囲
内
の
土
地
に
存

す
る
建
築
物
（
外
壁
間
の
水
平
距
離
が
二
十
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
も
の
を
除
く
。）に
居
住
す
る
者

２

都
道
府
県
知
事
は
、
施
設
の
周
辺
の
土
地
利
用
の
状
況
を
勘
案
し
、
前
項
の
周
辺
地
域
の
住
民
の
範
囲
に
代
え

て
適
用
す
べ
き
当
該
住
民
の
範
囲
を
別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
の
市
町
村
（
保
健
所
を
設
置
す
る
市
を
除
く
。）の
長
が
施
設
の

周
辺
の
土
地
利
用
の
状
況
を
勘
案
し
別
の
定
め
に
よ
る
べ
き
旨
の
申
出
を
し
た
場
合
に
は
、当
該
申
出
に
基
づ
き
、

当
該
市
町
村
の
区
域
に
つ
い
て
、
前
二
項
の
周
辺
地
域
の
住
民
の
範
囲
に
代
え
て
適
用
す
べ
き
当
該
住
民
の
範
囲

を
別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
十
一
条
第
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

五

施
設
の
周
辺
地
域
の
住
民
に
対
す
る
説
明
の
方
法
及
び
そ
の
記
録

第
十
一
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六

施
設
の
周
辺
地
域
の
住
民
か
ら
の
苦
情
及
び
問
合
せ
に
適
切
に
対
応
す
る
た
め
の
体
制
及
び
そ
の
周
知
方
法

第
十
二
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十

施
設
の
周
辺
地
域
の
住
民
か
ら
の
苦
情
及
び
問
合
せ
を
受
け
る
た
め
の
連
絡
先


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